
◎民法の一部を改正する法律 
（平成一六年一二月一日法律第一四七号）   

一、提案理由（平成一六年一一月二日・参議院法務委員会） 

○国務大臣（南野知惠子君） まず、民法の一部を改正する法律案につきまして、その

趣旨を御説明いたします。 

 中小企業が融資を受ける際には、経営者等が保証人となって、継続的に発生する不特

定の融資債務を保証する根保証契約がしばしば結ばれております。そして、現行法にお

いては、根保証契約の内容について何らの規制もないため、保証の限度額や保証期間の

定めのない、いわゆる包括根保証契約が結ばれることも少なくありません。しかし、現

在の厳しい経済情勢の下で、個人の保証人が予想を超える過大な責任の追及を受ける事

案が多発しており、根保証契約の内容を適正なものとするための措置を講ずる必要があ

るとの指摘がされております。また、明治二十九年に制定された民法のうち、第一編か

ら第三編までの財産法部分は、片仮名、文語体の表記のまま現在に至っており、古めか

しい用語や表現も多数残されていることから、分かりやすい現代語に早急に改めるべき

であるとの指摘もされております。 

 この法律案は、これらの指摘にこたえるため、民法の見直しを行うものであります。 

 この法律案の要点を申し上げますと、第一は、貸金債務等について個人の包括根保証

を禁止するなど、根保証契約の内容に合理的な規制を加え、根保証をした個人の保証人

が予想を超える過大な責任を負うことがないようにしていることであります。すなわち、

貸金等根保証契約において、極度額の定めのないものは無効とし、元本の確定すべき期

日についても、契約締結の日から五年を経過する日より後の日を定めたときは、その定

めを無効とするとともに、その定めがない場合には、契約の締結の日から三年を経過す

る日に元本が確定するものとしております。さらに、主たる債務者又は保証人が、債権

者から差押えを受けたとき、破産手続開始の決定を受けたとき又は死亡したときも、貸

金等根保証契約における元本が確定するものとしております。 

 第二は、民法を現代語化することであります。民法の第一編から第三編までの片仮名、

文語体で表記された条文を平仮名、口語体にするとともに、現在では一般に用いられる

ことのない用語を他の適当なものに置き換えております。これらの措置によって、国民

生活と密接な関係にある民法を、表現や形式の面でも身近で分かりやすいものに改める

ことにしております。 

 以上がこの法律案の趣旨であります。 

……………（略）…………… 

 何とぞ、御慎重に審議の上、速やかに御可決くださいますようお願いいたします。 

二、参議院法務委員長報告（平成一六年一一月一○日） 

○渡辺孝男君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 



 まず、民法の一部を改正する法律案は、保証契約の内容の適正化の観点から、個人保

証人の保護を図るため、貸金等根保証契約について極度額、元本確定期日等に関する規

定を新設することその他の保証債務に関する規定の整備を行うとともに、民法を国民に

理解しやすいものとするため、その表記を現代語化するものであります。 

……………（略）…………… 

 委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、民法の現代語化の検討の経緯

及び基本方針、保証制度の見直しが中小企業の資金調達に与える影響、保証契約書の交

付の義務付け、事情変更による解約権等の更なる保証人保護の必要性、動産・債権譲渡

登記制度の活用の見通し、労働債権の確保のための法整備の必要性等について質疑が行

われ、また、参考人から意見を聴取いたしましたが、その詳細は会議録によって御承知

願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会の簗瀬委員、日本共産党

の井上委員より、債権譲渡特例法改正案に反対、民法改正案に賛成の意見が、それぞれ

述べられました。 

 討論を終わり、順次採決の結果、民法の一部を改正する法律案は全会一致をもって、

債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律の一部を改正する法律案は多数

をもって、いずれも原案どおり可決すべきものと決定いたしました。 

 なお、両法律案に対してそれぞれ附帯決議を行いました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年一一月九日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきである。 

一 保証制度の適正化及び民法の現代語化については、いずれも、国民の日常生活に関

連した身近で重要な内容を含んだものであることにかんがみ、その十分な周知徹底に

努めること。 

二 保証人の保護の在り方については、契約締結後に事情変更があった場合の負担等に

も配慮し、法施行後の実施状況を勘案しつつ、引き続き検討を行うこと。 

三 貸金等債務のみならず、継続的な商品売買に係る代金債務や不動産賃貸借に係る賃

借人の債務を主たる債務とする根保証契約についても、取引の実態を勘案しつつ、保

証人を保護するための措置を講ずる必要性の有無について検討すること。 

四 契約の書面化、根保証期間の制限、極度額の定め等の今回の改正の趣旨が保証人の

保護にあることにかんがみ、保証契約の締結に際し、銀行を始めとする融資機関の保

証人への説明責任が十分果たされるよう必要な措置を講ずること。 

五 企業の資金調達の円滑化に資するとの観点から、債権の電子的取扱い等新たな制度

に関する法整備についても一層検討を進めること。 

  右決議する。 

三、衆議院法務委員長報告（平成一六年一一月二五日） 



○塩崎恭久君 ただいま議題となりました両法律案につきまして、法務委員会における

審査の経過及び結果を御報告いたします。 

 まず、民法の一部を改正する法律案は、個人の保証人の保護を図るため、根保証契約

について極度額や元本確定期日に関する規定を新設するとともに、民法を国民に理解し

やすいものとするため、その表記を現代用語化するものであります。 

……………（略）…………… 

 両法律案は、いずれも参議院先議に係るもので、十一月十二日本委員会に付託され、

十六日南野法務大臣から提案理由の説明を聴取し、十七日質疑に入り、十九日参考人の

意見を聴取し、質疑を終局し、債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律

の一部を改正する法律案について討論を行い、採決の結果、民法の一部を改正する法律

案は全会一致をもって、債権譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律の一部

を改正する法律案は多数をもって、いずれも原案のとおり可決すべきものと決しました。 

 なお、両法律案に対しそれぞれ附帯決議が付されたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年一一月一九日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について格段の配慮をすべきである。 

一 根保証契約の適正化については、多数の企業倒産による保証人への責任追及が厳し

い現状にかんがみ、個人の保証人が支払能力を超えた保証債務を負担することのない

よう、金融機関や保証に依存しがちな企業を始め広く国民に対し、特に極度額の設定

や保証期間の制限の制度が創設されたことについて、その周知徹底に努めること。 

二 根保証契約の適正化にあたっては、担保力に乏しい中小企業者等に対する信用収縮

が起きないよう、また、中小企業金融の円滑化が阻害されることのないよう、必要に

応じ対応を検討すること。 

三 個人の保証人保護の観点から、引き続き、各種取引の実態やそこにおける保証制度

の利用状況を注視し、必要があれば早急に、継続的な商品売買に係る代金債務や不動

産賃貸借に係る賃借人の債務など、貸金等債務以外の債務を主たる債務とする根保証

契約についても、個人保証人を保護する措置を検討すること。 

四 民法の現代語化については、日常生活や経済活動などのあらゆる場面と密接に関連

するものであることから、早期に、国民全般に浸透するよう、積極的な広報活動を行

い、その周知徹底に努めること。 


